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１ 制度目的：産業の発達（特実・意匠） 

 産業の発達と需要者の利益保護（商標） 機能：品質保証，出所表示，広告宣伝 

 国民経済の健全な発展（不正競争防止法・半導体集積回路の回路配置に関する法律） 

 文化の発展（著作権法） 

 農林水産業の発展（種苗法） 

 消費者の利益確保と国民経済の民主的で健全な発達促進（独占禁止法） 

２ 知的財産制度の法制の比較 

①権利期間: 出願から；67 特許 20 年，15 実用 10 年 

     登録から；21 意匠 20 年，19 商標 10 年，19 種苗 25 年 or30 年，10 回路配置 10 年 

      創作から；51 著作者没後 50 年 

②職務発明は従業者：35 使用者の業務範囲に属し，従業者の現在又は過去の職務に属する発明 

 職務著作は使用者：15 使用者の発意，従業者の職務上著作物を使用者名で公表，別段の取決めなし 

③共有権利の実施  73 特許権は単独実施可，65 著作権は許諾要 

④係争：民 709 損害賠償請求 P100 差止請求 P106 信用回復 民 703,704 不当利得返還請求 

３ 発明の定義 2：①自然法則の利用 ②技術的思想 ③創作 ④高度 

著作物の定義 2：①思想又は感情 ②創作的 ③表現したもの ④文芸，学術，美術又は音楽の範囲 

４ 特許出願に必要書類 36 

①願書 ②特許請求の範囲 ③明細書 ④図面（必要なら） ⑤要約書 

５ 同日出願：39特・実・意＝協議・不成立は拒絶 8商＝協議・不成立はくじ 著＝全員 9種苗＝最先 

６ ①関連意匠 10：本意匠に類似するデザインを関連意匠として登録，同一人が公報発行までに出願 

②部分意匠 2：物品の全体から物理的に切り離せない部分を登録，全体は点線で描き部分のみ実線描写 

③秘密意匠 14：登録後最長３年間内容を公報に掲載せず秘密状態にする制度，出願時と登録時に請求可 

④組物の意匠 8：同時に使用される二つ以上の物品を１出願とできる制度，オーディオセットなど 56品目 

⑤団体商標 7：団体の構成員に共通に使用させる目的で取得する商標，一般の登録要件必要 

⑥地域団体商標 7の 2：地域名＋商品名の地域ブランドを保護することにより地域の活性化を促す制度 

⑦技術評価書 12：実用新案権の有効性について審査官が進歩性等の判断を行う制度で何人も請求可 

⑨先願主義 39：最先の出願人のみが権利を取得できる制度で，特実，意匠，商標，種苗などで採用 

⑩分割出願 44：出願中に複数の発明が含まれている場合にその一部を新たな出願とする制度で遡及効あり 

⑪変更出願 46：出願の形式を変更するもので，特・実・意の間で相互に可能，元の出願は取下擬制で遡及 

⑫出願公開制度 64：出願後未審査状態で出願内容を公開する制度で特許は１年半後，商標は速やかに公開 

⑬出願審査請求制度 48の 3：特許特有で出願から３年以内に請求があると審査開始，未請求は取下擬制 

７ 著作権の種類：複製権 21，上演権，演奏権 22，上映権 22_2，公衆送信権 23，口述権 24，展示権 25，頒

布権 26，譲渡権 26_2，貸与権 26_3，翻訳権 27，翻案権，二次的著作物の原著作者の権利 28 

８ 著作人格権の種類：①公表権 18，②氏名表示権 19，③同一性保持権 20 

死後の名誉回復請求権 116＜配偶者，子，父母，孫，祖父母又は兄弟姉妹＞ 

９ 条約 a パリ条約：①内国民待遇 ②優先権制度 ③特許独立の原則 

 特許，実用，意匠，商標，サービス・マーク，商号，原産地表示又は名称及び不正競争の防止 

b 特許協力条約(ＰＣＴ)：発明保護の出願並びに調査及び審査協力並びに技術的業務の提供 

受理官庁，国際調査機関，国際予備審査期間，国際事務局 

①国際出願 ②国際調査 ③見解書 ④国際公開 ⑤（予備審査）⑥国内段階 

１１ 不競法の営業秘密 2：①秘密管理性 ②有用性 ③非公知性 

１２ 数字： 

０（同時）：審判請求時の補正 17の 2(P)，秘密請求 14，優先権主張 43，新規性喪失例外適用主張 30 

３０日：査定から登録料納付（ＰＤＴ種） 30新規性喪失証明書提出（ＰＵＤ） ２月：異議申立（Ｔ） 

３月：審判請求（不服，補正却下） 

６月：新規性喪失の例外規定適用（ＰＵＤ），優先権主張（パリ；ＤＴ） 異議申立（Ｐ）追納，回復 

１年：優先権主張（パリ，国内；ＰＵ） 国内譲渡（種 4） 過誤納返還（産）  
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１年３月：国内優先の先の出願の取下（Ｐ） １年４月：優先権証明書（Ｐ） 

１年６月：出願公開時期（Ｐ），マドプロ拒絶通報期間（Ｔ） 

３年：審査請求期間（Ｐ） 秘密期間（Ｄ） 登録後の補償金請求期間（Ｐ） 不使用取消期間（Ｔ） 

４年：外国譲渡（種 4），５年：商標の分割納付期間 除斥期間（Ｔ） 保護期間延長（Ｐ）  

９年６月：実用への変更 

権利期間 10 年（ＵＴ） 20 年（ＰＤ）25 年（種苗草本）30 年（種苗木本）50 年（Ｃ）70 年（Ｃ映画） 

 Ｐ：特許 Patent Ｕ：実用新案 Utility Model  Ｃ：著作権 Copy Right 産：産業財産権 

１３ 実施権：専用実施権（契約），通常実施権（契約），裁定（83不実施，92利用，93公益） 

通常実施権（法定；35職務，79先使用，80中用，81意匠，176後用） 

１５ 留意：実用と意匠は公開制度なし；実用は国際公開あり；契約は口約束でも効果あり； 

当事者系審判と査定系審判；民事訴訟と行政訴訟；商標と他法間の変更なし 

通常実施権は登録制度なし（ＰＤ） 

１６ 所管：特許庁（経済産業省）：産業財産権 

経済産業省 ：不正競争防止法 

文化庁（文部科学省）：著作権法 

農林水産省 ：種苗法 

国税庁税関（財務省）：関税法  

公正取引委員会（内閣府）：私的独占の禁止と公正取引の確保に関する法律 

１７ 国家資格：弁理士（業務独占），知的財産管理技能士（名称独占） 


